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コンセンサスによる意思決定手続きといった規範を通して互いの主権を尊重しあうなかで、信頼醸成を進めてきた。コンセンサス方式は基本的には不文律であったが、内政不干渉原則は一九七一年の「平和 ・ 自由 ・中立地帯（ＺＯＰＨＡＮ）宣言」や七六年の「東南アジア友好協力条約」など 重要な意味を持つ条約 確認されてきた、ＡＳＥＡＮにおける中心的な であった。これらの主権尊重の規範を絶対視することでＡＳＥＡＮ諸国は域内の平和を実現したわけである。そしてその基礎にあったのは、何らかの普遍的な理念を主張するのではなく、あくまで互い 国内事情には関与しあわないことを通して地域の国際関係を安定させようとするプラグマティズムであった。参加はコスト・フリーでありとにかく対立を避けることが第一、という がＡＳＥＡＮの伝統的な姿である。
そう考えてみると、民主主義や人権と
いった理念を掲げ国内ガヴァナンス 「正しい」あり方を地域的に定めることはそれ











た。これは明確に従来の乗り越えようとする動きでありＡＳＥ Ｎの歴史上類を見ないものであった。しかし、やはりこの場合もタイの提案に賛成し のはフィリピンだけであり、主権を絶対視するＡＳＥＡＮの伝統的規範 維持されミャンマーの国内問題はＡＳＥＡＮとしては問題化しないことが確認された。
興味深いのは、この過程において内政不






















































権状況がＡＳＥＡＮと う場で問題化されるようになるなか、進められたのがＡＳＥＡＮ憲章の策定である。ＡＳＥＡＮ憲章は改めてＡＳＥＡＮの目的や原則を明文化ようとす ものであり、規範という面から見ても非常に重要なもの ある。すでに〇五年一二月の「憲章制定宣言」で「ＡＳＥＡＮの目的」として「民主主義 促進」が挙げられており、〇六年四月の非公式外相会議では内政不干渉原則の見直しが議論されるなどの変化が られていた。そのため、ＡＳＥＡＮ憲章には従来の内政不干渉原則を超えて、あるいは民主主義や人権といった規範をただ掲げるのみであるこ を超えて、そこに実効力をもたせることが期待された。
実際、憲章策定の前段階として設置され
た加盟国の有識者一〇人から成 賢人グループ（ＥＰＧ）が〇六年の首脳会議に提出した提言書ではかなり踏み込んだ内容が見られた。そこでは民主主義の促進がＡＳＥＡＮの目的として掲げられ いるほかに、①内政不干渉原則はあくまで域外国との関係においてのみ明記されるに留められ ②ＡＳＥＡＮの目的や理念への違反 対して除名を含む制裁がくだされる と、③意思決定は基本的にはコンセンサスだが合意に
至らなかった場合はセンシティブな領域（首脳会議が判断）以外では表決制をとること、がそれぞれ明記された。②の制裁や③の表決制はとくにミャンマーの国内問題を念頭において盛り込まれたものである。
これらの内容については、ミャンマーを
始めとする新規加盟国に加え、シ ガポールやタイも変革には慎重な姿勢を見せた。他方、一貫して民主主義や人権といった規範を重視したのはインドネシアとフィリピンという域内でもとくに民 化を進めた二国であった。そ てこのよう 思惑の異なる加盟国間の議論を経て〇七年の首脳会議で署名されたＡＳＥＡＮ憲章は、ＥＰＧ提言書とはかなり異なるものとなった。民主主義や人権の価値が謳われている点では変わりはない。し し、①内政不干渉原則は加盟国の国内問題についても明記され、②制裁は実質的には見送り、③コンセンサス方式による意思決定も温存、という形で従来のあり方との連続性が られる。これはＡＳＥＡＮの規範を変容させようとする側（主に原加盟国）と従来のものに留めようとする側（おもに新 加盟国）の間 妥協の産物という性格を持っている。すなわち民主主義や人権を推進することをＡＳＥＡＮの原則 して掲げる一方で、それが新規加盟国を中心とする変革に消極的な 々の不利益にならないように、内政不干渉原則やコンセンサス方式を一種の「安全弁」として再確認しているのであ 。つまり、これらを盾にして自国に不利な決定がなされ
ることを防ぐことができるわけである。ＡＳＥＡＮ憲章においてその他で目を引くのは地域人権機構の設立だ 、これも果たしてどの程度まで効果をもつのかについてはかなり疑問であり、今後の取り組み次第という部分が大きい。
ＡＳＥＡＮ憲章に続く重要な文書として
は、〇九年二月末から三月初めにかけて行われた首脳会議で提出された「ＡＳＥＡＮ政治・安全保障共同体の青写真」があり、そこではＡＳＥＡＮの政治・安全保障分野についての文書としては珍しいことに内政不干渉原則への言及がない。そ 意味ではこれはＡＳＥＡＮにおける規範の更なる変化と見なせるかもしれない 、他方、民主主義の推進については掲げられてはいるものの具体的な方法については曖昧なままある。ＡＳＥＡＮの規範は伝統的な主権尊重の規範と民主主義／人権規範 間で、変化を嫌う新規加盟国を満足させうる範囲内で揺れ動いていると言える。●
ＡＳＥＡＮにおける規範の現地点以上、ミャンマーがＡＳＥＡＮに加盟し




容の要因としてまずあげられるのは、国際社会におけるＡＳＥＡＮ イメージである。例えばＡＳＥＡＮ加盟国のうち、シンガポールやマレーシアはＡＳＥＡＮの規範そのものを変えることには消極的だ ミャンマーの国内問題についは「国際的な評判 損なう」 いう理由で非難を繰り返している。また、国際社会に存在する地域機構を概観してもＥＵ （欧州連合）やＯＡＳ （米州機構） 、 ＡＵ （アフリカ連合）も民主主義や人権を自らの規範として掲げており、地域機構において加盟国の国内統治のあり方を問うことはごく一般的なもになっ きていると言える。そ ようなか、時に「ミャンマー 保護している」というよう 批判を受け こともあるＡＳＥＡＮにとっては、自らの規範として民主主義や人権を盛り込むことは対外的なアピールとして意味があるわけである。
しかし、そうは言ってもこれまで見てき
たようにＡＳＥＡＮの規範につい は加盟国間で鋭い意見対立が存在することを考えると、結局規範の変容に関して最も重要なのは加盟国の民主化であると に思われる。かつてのＡＳＥＡＮとは何よりも外相
が集まって協議をする場、という意味合いが強かった。その意味でＡＳＥＡＮとは極めてエリート中心的な機構である 批判もなされてき のである。しかし加盟国の民主化はその構図に変化をもたらし始めている。例えば〇五年の議長国問題ではフィリピンやマレーシア、タイの 会でミャンマーに議長国の辞退を求める動議や決議が出された あるいはＡＳＥＡＮ諸国の議員からなる 「ミャンマー問題議員連盟」のような組織もミャンマーに民主化への圧力を加えることを主張してい 。もしくは〇三年以降、盛んに民主主義 人権を 張するインドネシア政府の対外政策 、国内へのアピールという面が少 くない。すなわち、原加盟国を中心に民主化にともなって対外政策決定過程が複雑化し始め、それがＡＳＥＡＮという地域機構の規範を変化させるひとつの要因となってい のである。
ただ、変化ばかりを強調することもでき
ない。すなわち、前述したように民主主義／人権の促進に実効力を持たせるこ を期待されたＡＳＥＡＮ憲章は その面では従来のように加盟国の主権を尊重 内容留まったというべきだからである。ＡＳＥＡＮ憲章に対する評価は、〇七年の首脳会議で署名され 憲章の、そ 後の批准 され方からも伺える。保守的な国々が早々と批准を済ませたの して、変革を求めるインドネシアとフィリピンの議会からは不満の声が起こり批准が大幅に遅れた つまり、憲章の内容は伝統的な規範を超えて人
権や民主主義を推進しようとする側からすれば、受け入れがたいものだったのである。あるいは、〇八年にサイクロン・ナルギスに見舞われたミャンマー政府が内政への干渉を恐れて欧米からの支援が滞るなかＡＳＥＡＮを窓口として認めたのは、ＡＳＥＡＮならば自国に過度の圧力を加えることはないだろうと目算があっ からであろう。ＡＳＥＡＮとは、依然 にとってそのような存在なのである。
以上の議論を踏まえてまとめると、人権
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